
様式第１号 
 

【記入例：新規】 

 JICA 地球ひろば 団体登録 新規申請書 
  20XX 年  X 月  XX 日 

独立行政法人国際協力機構 

JICA 地球ひろば所長 宛 

 

「JICA地球ひろば団体登録規約」に同意し、また、団体登録要件を満たすことを確認の上、以下のとおり

JICA地球ひろば団体登録の新規申請を行います。 

 

 「JICA地球ひろば団体登録規約」を確認し、同意しました。 

 施設利用にあたっては、「JICA地球ひろば施設利用規約」を順守して利用します。 

 

団体登録要件 

 開発途上国を対象とした国際協力・国際交流活動を実施している団体である。 

  代表者を定め、規約または会則等により組織や活動が明確である。 

  JICA地球ひろばの利用が、営利・宗教・政治活動を目的としないものである。 

 申請団体又はその役員等が、独立行政法人国際協力機構反社会的勢力への対応に関する規程（平成

24年規程（総）第 25号。以下「反社会的勢力への対応規程」という。）に定める反社会的勢力に該当し

ない。 
  

（上記項目をご確認の上、チェック願います。） 

 

団 体 名：特定非営利活動法人 国際協力ひろば 

代表者氏名：国際 太郎 

団体名 
※正式名称をご記入ください 

特定非営利活動法人 国際協力ひろば 

設立年月日 2000 年   4 月   1 日 構成人数 
     50 名（構成員名簿を添付し

てください。） 

代表者氏名
フ リ ガ ナ

 

コクサイ タロウ 

国際 太郎 

所在地 

（団体連絡先） 

住所：〒150-0012 東京都新宿区市谷本町 1-2-XX 

TEL：03-3269-XXXX               FAX：03-3269-XXXX 

EMAIL：abc@jica.go.jp 

連絡・書類送付先 

（※上記団体連絡先

と異なる場合） 

担当者：国際 花子 

EMAIL：abc-def@jica.go.jp 

TEL：03-1234-5678 

FAX：03-1234-1234 

住所：〒150-0012 東京都新宿区市谷本町 10-5 

団体設立目的 

※団体の定款・会則 等 に沿った内容を簡潔にご記入ください。 

例：開発途上国の衛生向上に寄与すること。 

団体活動内容 

※団体の定款・会則等 に沿って、開発途上国を対象とした国際協力・国際交流活動

に関し、これまでの活動実績や今後の計画について簡潔にご記入ください。 

例：○○地域の災害復興支援のため、～～を通じた□□の事業/取り組み。 

△△国の無職の青年層を対象とした環境教育、次世代育成の実施。 

HP URL：https://www.jica.go.jp/hiroba/index.html 



様式第１号 
 

地球ひろば利用目的 

※「 JICA 地球ひろば施設利用規約」に則して ご記入ください 。 

ボランティア派遣の説明会及びワークショップ開催のためのセミナールーム利用 

現地の事情や団体の国際協力活動を紹介するための２F 展示スペース利用 

メールボックス利用 

普通郵便物（書留・小包は対象外）の受け取りにご活用いただけます。 

☐希望する           希望しない 

 

メール情報配信 

メルマガ配信等、メールアドレスへの情報配信を希望されない場合は下記にチェックしてください。 

☐希望しない 

 

 

以上 

 

【添付書類】 

 構成員名簿（※代表者等の役職名を確認できるものもご提出ください） 

 定款・会則等 

 活動概要がわかる資料（パンフレット、ホームページのコピーなど活動実績や今後の活動予定がわかる資料） 
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個人情報の取扱い 

 

 

JICA 地球ひろば所長 

 

 

JICA 地球ひろばは、個人情報を取り扱うにあたり、以下のプライバシーポリシーを定め、個

人情報について適正な管理を行うとともに、個人情報の保護に努めます。 

団体登録申請に当たっては、以下のプライバシーポリシーに同意したものとして取り扱いま

す。 

 

１．利用目的 

取得した個人情報は、下記事業実施のために利用します。 

①登録団体へのサービス提供 

②登録団体への文書等の送付 

③サービス向上等のためのアンケート実施 

 

２．個人情報の保護･管理 

保有する個人情報は、その正確性を保つとともに、紛失、破壊、改ざん及び漏洩を防止するた

め、不正なアクセスなどに対する適正な情報セキュリティ対策を講じます。 

 

３．個人情報の提供 

個人情報について、以下の場合を除き、本人の同意を得ることなく第三者に提供することはい

たしません。 

①法令に基づく場合 

②事業目的を遂行するために業務の一部を第三者に委託する場合 

この場合、その委託先に対し、当該個人情報の安全確保等について厳正な調査を行い、個

人情報の取扱いにあたっては厳正な監督を行います。 

 

４．法令等の遵守 

このプライバシーポリシーに定めのない事項に関しては、「独立行政法人等の保有する個人情

報の保護に関する法律」（平成 15 年法律第 59 号）および独立行政法人国際協力機構内部規程

「個人情報保護に関する実施細則」（平成 17 年細則（総）第 11 号）のほか、個人情報保護に適

用される関係法令等に従います。 

 

以上 


